
新地方公会計制度（公会計改革）の概要

 水道事業会計  御坊市外三ヶ町国民健康保険事務組合

 一般会計  下水道事業特別会計  御坊日高老人福祉施設事務組合

 土地取得特別会計  国民健康保険特別会計  和歌山県市町村総合事務組合 　経常行政コスト（A）

 老人保健特別会計  御坊広域行政事務組合 期首資金残高

 介護保険特別会計  日高広域消防事務組合

 後期高齢者医療特別会計  和歌山地方税回収機構 当期収支 １．人にかかるコスト

 和歌山県後期高齢者医療広域連合 １．経常的収支 　（職員給与、退職手当など）

 御坊市外五ヶ町病院経営事務組合 ２．公共資産整備収支

３．投資・財務的収支 　（物品購入、光熱費、減価償却費など）

負担割合変更差額 ３．移転支出的なコスト

　（社会保障給付費、補助金など）

期末資金残高 ４．その他のコスト

　（地方債の利子など）

　経常収益（B）

　資　産 　負　債

１．公共資産

１．公共資産 期首純資産残高

（道路、学校、庁舎など） ２．流動負債 ２．投資等  （A）－（B）

２．投資等 当期変動 　純経常行政コスト

（基金、出資金など） 　純資産 ３．流動資産 １．純経常行政コスト

３．流動資産 ２．財源の調達

（現預金、財政調整基金など） ３．その他等

うち資金  日高町住民基本台帳人口

４．繰延勘定 平成22年3月31日現在 期末純資産残高

一部事務組合・広域連合

普通会計

245億5,761万円

△45億9,169万円

～財産（資産）の状況とその財源（負債・純資産）～

23億9,848万円

　行政サービスの利用で町民が直接負担
する使用料や手数料などです。

654万円

　経常行政コストから経常収益を差し引
いた純粋な行政コスト

244億5,855万円

44億8,609万円

45億9,169万円

２．物にかかるコスト 22億8,862万円△4億9,038万円

19億1,187万円

31億4,742万円

2億894万円

行政コスト計算書

～１年間の資金の増減の状況～ ～１年間の行政サービスに費やした経費～

18億504万円

1億619万円

　行政コスト計算書は、１年間の行政活
動のうち福祉サービスやごみ収集のよう
に資産形成につながらない行政サービス
に要する経費とその財源となる使用料や
負担金などの収入を明らかにしたもので
す。
　この行政コスト計算書は、企業会計に
おける損益計算書にあたるものですが、
利益の追求を目的とする企業とは違い、
営利を目的としない町の行政サービスの
提供にどれだけの費用（コスト）がか
かったか、その内容の分析を行うことを
目的としています。

　資金収支計算書は、行政活動を資金の
流れから見たもので、会計年度内におけ
る資金の増減内訳を示しています。

・経常的収支の部
　経常的な行政サービスに伴う現金は黒
字ですが黒字額が減少すると現在の行政
サービスを続けていく余裕がなくなりま
す。

・公共資産整備収支の部
・投資・財務収支の部
　どちらも赤字となっていますが、建設
事業や地方債の償還には大きな資金が必
要となるため、経常収支の部の黒字分を
充ててまかなっています。

69億9,017万円

13億4,519万円

20億5,137万円

19億1,187万円

1,144万円

平成２１年度　日高町連結財務書類４表

資金収支計算書

11億6,311万円

△5億6,654万円

64万円

貸借対照表

純資産変動計算書

～１年間の純資産の増減状況～

　純資産変動計算書は、貸借対照表の純
資産の部に計上されている金額が１年間
でどのように変動したかを表していま
す。

　日高町では、町の財政状況を町民の皆様により詳しく知っていただくため、総務省が示した新地方公会計制度(総務
省方式改訂モデル)に基づく財務書類(連結ベース財務書類４表)を公表します。
　これまでの地方公共団体の会計では、その年にどのような収入があり、それをどのように使ったかといった現金の
動きがわかりやすい反面、町が整備してきた資産や借入金などの負債にかかるストック情報、行政サービス提供のた
めに発生したコスト情報の不足といった弱点がありました。
　そこで企業会計的な手法を取り入れ、従来の弱点を補う形にしたものが新地方公会計制度の財務書類４表(貸借対照
表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書)です。
　また、町では一般会計で行っている事業以外にも、水道事業、下水道事業、国民健康保険、介護保険など、町民の
皆様に密接な関わりを持つ事業を行うほか、一部事務組合など関係団体と連携して行う事業もあり、これらのすべて
を対象とした連結財務書類４表を作成し、より透明性の高い財務情報を町民の皆様に公表します。

　貸借対照表は、左側に資産、右側に負債と純資産で構成されています。これにより、行政サービスを
提供するための資産や、返済しなければならない債務が年度末時点でどれだけあるかなどを知ることが
できます。

日高町の連結範囲

町全体

　連結ベースで町が所有する財産
の内容と金額で、行政サービスの
提供能力を表しています。

町民１人あたりでは

１．固定負債

２．流動負債

　純資産

95億6,041万円

244億5,855万円

340億1,896万円

307億8,257万円

11億7,358万円

7,786人

　借入金（地方債）や将来の職
員の退職金など、将来世代の負
担で返済していく債務です。

１．固定負債 88億2,741万円

7億3,300万円

△6万円

△7万円

△1万円

＋2万円

△3万円

△3万円

0万円

△3万円
　現世代が既に負担して、支払
いが済んでいる正味の資産で
す。

396万円

15万円

26万円

123万円

114万円

9万円

314万円

前年比資　産 負　債 前年比

437万円



連結

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 7,325,594 ①普通会計地方債 3,208,508

②教育 2,564,048 ②公営事業地方債 3,911,482

③福祉 1,866,503  地方公共団体計 7,119,990

④環境衛生 4,770,754 (2) 関係団体

⑤産業振興 12,853,721 ①一部事務組合・広域連合地方債 621,220

⑥消防 183,553 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 1,206,680 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 621,220

⑨その他 0 (3) 長期未払金 0

有形固定資産計 30,770,853 (4) 引当金 1,086,202

(2) 無形固定資産 49 （うち退職手当等引当金） 1,086,202

(3) 売却可能資産 11,667 （うちその他の引当金） 0

公共資産合計 30,782,569 (5) その他 0

固定負債合計 8,827,412

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 41,606 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 31,000 ①地方公共団体 535,753

(3) 基金等 1,081,142 ②関係団体 87,250

(4) 長期延滞債権 26,363  翌年度償還予定額計 623,003

(5) その他 0 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(6) 回収不能見込額 △ 6,537 (3) 未払金 38,613

投資等合計 1,173,574 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 69,558

(6) その他 1,823

３　流動資産 流動負債合計 732,997

(1) 資金 1,911,865

(2) 未収金 135,650 負　　債　　合　　計 9,560,409

(3) 販売用不動産 0

(4) その他 3,858 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 0 １　公共資産等整備国県補助金等 0

流動資産合計 2,051,373 ２　公共資産等整備一般財源等 0

３　他団体及び民間出資分 0

４　その他一般財源等 0

４　繰延勘定 11,440 ５　資産評価差額 0

純　 資　 産　 合　 計 24,458,547

資　　産　　合　　計 34,018,956 負 債 及 び 純 資 産 合 計 34,018,956

連結貸借対照表
（平成２２年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方



連結

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活ｲﾝﾌﾗ・
国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息
回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 1,137,497 16.3% 30,965 74,804 303,705 369,714 61,436 87,898 152,173 56,802 0

（２）退職手当等引当金繰入等 138,139 2.0% 5,361 10,306 38,306 36,576 9,172 10,151 25,898 2,369 0

（３）賞与引当金繰入額 69,558 1.0% 2,185 5,279 30,014 4,115 3,945 5,820 14,185 4,015 0

小　　計 1,345,194 19.2% 38,511 90,389 372,025 410,405 74,553 103,869 192,256 63,186 0

（１）物件費 1,150,071 16.5% 2,178 171,729 242,403 391,547 154,080 19,698 165,515 2,921 0

（２）維持補修費 53,913 0.8% 535 5,127 2,433 23,350 21,302 803 363 0

（３）減価償却費 1,084,641 15.5% 119,282 74,900 124,316 215,283 509,331 11,657 29,872 0

小　　計 2,288,625 32.7% 121,995 251,756 369,152 630,180 684,713 32,158 195,750 2,921 0 0

（１）社会保障給付 2,462,401 35.2% 3,486 2,455,746 3,169

（２）補助金等 660,931 9.5% 3,489 14,191 301,162 26,011 68,611 9,225 236,784 1,458 0

（３）他会計等への支出額 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

24,083 0.3% 20,316 0 0 332 3,435 0 0 0 0

小　　計 3,147,415 45.0% 23,805 17,677 2,756,908 29,512 72,046 9,225 236,784 1,458 0

（１）支払利息 165,208 2.4% 165,208

（２）回収不能見込計上額 1,224 0.0% 1,224

（３）その他行政コスト 42,506 0.6% 0 0 24,109 10,024 8,373 0 0 0 0

小　　計 208,938 3.0% 0 0 24,109 10,024 8,373 0 0 0 165,208 1,224 0

6,990,172 184,311 359,822 3,522,194 1,080,121 839,685 145,252 624,790 67,565 165,208 1,224 0

（　構　成　比　率　） 2.6% 5.1% 50.4% 15.5% 12.0% 2.1% 8.9% 1.0% 2.4% 0.0% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 98,715 14 859 44,435 21,616 25,344 100 3,717 0 0 0 2,630

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 1,070,140 638 38,428 996,712 23,157 8,075 0 0 0 0 0 3,130

３ 保 険 料 297,056 297,056

４ 事 業 収 益 905,988 0 0 135,068 722,031 48,889 0 0 0 0 0

５ その他特定行政サービス収入 26,581 0 0 8,248 7,459 10,874 0 0 0 0 0 0

６ 他 会 計 補 助 金 等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2,398,480 652 39,287 1,481,519 774,263 93,182 100 3,717 0 0 0 5,760

ｂ／ａ 34.3% 0.4% 10.9% 42.1% 71.7% 11.1% 0.1% 0.6% 0.0% 0.0% 0.0%

4,591,692 183,659 320,535 2,040,675 305,858 746,503 145,152 621,073 67,565 165,208 1,224 0 △ 5,760

２

３

４

（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

連結行政コスト計算書
自　平成２１年４月　１日

至　平成２２年３月３１日

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 ｂ

１



連結

（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 24,557,612

純経常行政コスト △ 4,591,692

一般財源

地方税 643,081

地方交付税 1,682,875

その他行政コスト充当財源 249,550

補助金等受入 1,910,585

臨時損益

災害復旧事業費 △ 4,303

公共資産除売却損益 696

投資損失 0

収益事業純損失 0

損失補償等引当金繰入 0

出資の受入・新規設立 14,304

資産評価替えによる変動額 △ 1,865

無償受贈資産受入 0

その他 △ 2,296

期末純資産残高 24,458,547

連結純資産変動計算書
自　平成２１年４月　１日

至　平成２２年３月３１日



連結

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

※1 上記の他、○○の受け入れに伴う歳計外現金の収入額○○千円

  　　　（○○の返還に伴う支出額○○千円）があります。

1,911,865

134,520

△ 566,542

0

106,189

1,805,041

635

68,852

0

0

5,570

0

5,757

0

0

8,257

701,062

18,077

36,264

0

30,667

0

70,231

303

591,604

0

0

25,750

36,343

377,216

△ 490,382

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

0

0

867,598

167,627

147,496

0

7,008,949

1,163,113

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

843,515

24,083

0

89,037

188,600

0

0

126,810

133,378

1,682,875

1,724,881

98,386

1,144,277

298,073

880,384

2,462,401

591,523

165,208

155,976

5,845,836

642,248

連結資金収支計算書
自　平成２１年４月　１日

至　平成２２年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

1,321,935

1,148,793




